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本研究は、オバマ政権下での気候変動政策の展開を観察して生じた、米国政治において
異質なことが起きているのではないか、という疑問から発している。 
合衆国憲法は、民間主体の権利に制約を課すような政策決定の権限を議会にのみ与えて
いる。他方、大統領に認められた役割は、議会に対し自らが必要かつ適切と考える措置を
検討するよう助言することと、議会が可決した法案に対する拒否権に限定される。しかし
1930年代に行政機関の職掌範囲と裁量権が拡大され、1960年代には環境や消費者保護等
の社会的立法により、行政機関の裁量権は一層拡大した。結果的に行政機関による規則制
定手続が、対立する利害の調整を図る立法過程の類似物と化したことが指摘される。1970
年代以降、行政府の非効率に対する改革として、大統領府が規則制定手続を監督する規制
審査が導入された。今日では大統領府が利益団体と接触し規則内容を協議し、行政機関の
決定に介入する。つまり、本来は立法過程で行われるべき利害調整が、行政手続や規制審
査の過程でも行われるという、重層化が起きている。 
温室効果ガス排出規制においても、オバマ大統領は当初立法を通じた規制導入を目指し
たが、議会は法案を可決しなかった。法案成立を断念した後、オバマ政権は既存の大気浄
化法に基づいて温室効果ガス排出に係る規則制定を進めている。その過程で環境保護庁は、
複数の条文と複数の規則制定手続を使い分け、また利害関係者と大統領府との間で、規則
案の内容を巡る協議を重ねた。更に、規制の費用便益分析の評価尺度の決定を大統領府が
主導しており、大統領府は規則内容を実質的に左右している。 
このように、排ガス規制導入を目指すオバマ政権の一連の取り組みを分析すると、大統
領が政策実現を図るための手段は多様である。議会の支持を得ての立法による政策実現が、
憲法の理念に合致した正当性の高い手段であるが、現代においては行政機関が規則制定を
通じて実質的な政策決定を行っており、行政手続への大統領府の関与が定着した結果、大
統領府は規則内容に実質的な影響を及ぼす手段を得たのである。 
本論文では事態の進展をなぞる形で、議会における温室効果ガス排出規制法案の可決失
敗の要因、2009～10 年に交渉型の規則制定手続を通じて実施された自動車に係る温室効
果ガス排出基準策定と、2011年以降に実施された発電所に係る温室効果ガス排出基準策定、
及びそれぞれの規則制定過程における、大統領府や外部利害関係者の関わり方について、
事例研究を行った。 
一群の事例からは、第一に、米国の環境政策における「市場機能」と「政府の役割」を
考える上での重要な示唆が得られた。第二に、近年指摘される米国大統領の権限拡大傾向
について、その制度的経緯と実態及び研究動向を詳細に検討し、三権分立の政治制度が変
質しつつあることを明らかにした。第三に、米国以外の国について、科学の領域に関する
専門家、利害関係者と市民を含めた社会的合意形成のあり方を考えるうえでも、米国との
政治制度の差異を勘案しても参考にすべき点があると思われる。 
